
宮城県監査委員告示第９号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により報告した定期監査結

果等について，宮城県知事から同条第１２項の規定により下記の措置を講じた旨の通知があっ

たので，同条同項の規定に基づき公表する。

平成２３年９月２７日

宮城県監査委員 内 海 太

宮城県監査委員 佐 々 木 敏 克

宮城県監査委員 遊 佐 勘左衛門

宮城県監査委員 工 藤 鏡 子

１ 監査委員の報告日

平成２３年２月２５日

２ 宮城県知事から通知のあった日

平成２３年７月２６日

３ 監査委員の報告の内容及び措置の内容

（１）大河原県税事務所

イ 監査委員の報告の内容

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １８０，００３，９５９円

過年度分 ３８２，１５７，９８７円

合 計 ５６２，１６１，９４６円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 １７５，８３７，９５６円

過年度分 ３７１，９１９，４２１円

合 計 ５４７，７５７，３７７円

ロ 措置の内容

個人県民税については，市町と協働するための住民税徴収対策会議を開催し，共同催

告や地方税法第４８条による直接徴収，特別徴収未実施事業所への働きかけ等の施策を

実施した。

個人県民税を除く県税については，早期に滞納整理事務に着手するため，１件３０万

円以上の事案について，納期内納税の勧奨を実施するとともに，１件２０万円以上の事

案については，督促発付時に併せて電話催告を実施した。

滞納処分の実施に当たっては，財産調査の着手時期，差押の着手時期を決めるなど，

組織的に対応し，収入未済額の約６５％を占める過年度分の収入未済額の縮減のため，

現年度分よりも過年度分を優先した滞納処分を実施した。

また，収入未済額の５０％以上を占める自動車税の収入未済額縮減のため，初年度登

録，車検時期及び納税経緯を考慮した効率的な財産調査，差押えを実施した。



（２）仙台南県税事務所

イ 監査委員の報告の内容

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２２２，０２１，２２５円

過年度分 ４９３，２９１，１２９円

合 計 ７１５，３１２，３５４円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ２３６，１７１，７０８円

過年度分 ５３７，８８９，８５３円

合 計 ７７４，０６１，５６１円

ロ 措置の内容

「県税滞納額縮減対策３か年計画」に基づき，税収確保と収入未済額の縮減に努めた。

まず，個人県民税については，地方税法第４８条により，管内市町で滞納となってい

る案件の直接徴収を積極的に行うとともに，収入率の向上に効果のある特別徴収制度の

推進に取り組んだ。

個人県民税以外の税目については，早期の滞納整理への着手を心掛け，現年課税分も

含めた預金，給料等の差押を行ったほか，滞納処分の執行停止等を実施し，適切な租税

債権の管理の推進を図った。

このほか，所内の若手職員を主たるメンバーとし，滞納額縮減手法検討会を開催し，

新しい視点で，今後の県税のあり方（有用な方策等）について話し合った。

（３）仙台中央県税事務所

イ 監査委員の報告の内容

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １，４４３，１３８，７１０円

過年度分 ２，２６７，１９４，２１０円

合 計 ３，７１０，３３２，９２０円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 １，３３８，６９６，９６１円

過年度分 １，７６４，３８８，４８１円

合 計 ３，１０３，０８５，４４２円

ロ 措置の内容

「県税滞納額縮減対策３か年計画（平成２２年度～平成２４年度 」の収入未済額縮）

減目標を達成するため 「県税事務実施計画書」を策定し，差押の強化，公売・換価の，

促進等，滞納整理を効率的，効果的に実施した。また，高額・長期滞納案件の縮減対策

として，機動特別滞納整理班を平成２２年度に新設した。



主な取組としては，収入未済額全体の８５％を占める個人県民税の賦課徴収を行って

いる仙台市に対して，特別徴収促進の取組及び県との連携を依頼した。また，個人県民

税を除く税目については，差押目標件数を設定し，自動車や給与・預貯金などの債権を

中心とした差押を積極的に実施した。特に滞納件数の多い自動車税については，県下一

斉の自動車税滞納整理月間及び事務所独自の滞納処分強化月間に自動車の差押・タイヤ

ロックを集中的に実施した。

（４）仙台北県税事務所

イ 監査委員の報告の内容

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２１６，３１９，４２１円

過年度分 ７０６，３５９，４４０円

合 計 ９２２，６７８，８６１円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ４３８，０５７，９４３円

過年度分 ６４６，０５４，９４３円

合 計 １，０８４，１１２，８８６円

ロ 措置の内容

個人県民税については，特別徴収推進対策を管内町村と共同して事業所等への働きか

けを行ったほか，個人住民税徴収対策会議，地方税法第４８条に基づく直接徴収，共同

催告及び県税還付金の差押などの支援にも取り組んだ。

個人県民税以外の税目については，自動車税の収入未済額縮減を最重点とし，財産調

査の早期着手と積極的に差押を行った（差押目標件数１，８００件，実績１，８１３件，

前年度実績１，６４５件 。）

また，長期滞納事案については，捜索により差押した動産・自動車をインターネット

公売により換価したほか，不良債権化した事案の整理により収入未済額の縮減に努めた。

（５）塩釜県税事務所

イ 監査委員の報告の内容

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２３５，７５２，２２８円

過年度分 ３９５，３１５，８１３円

合 計 ６３１，０６８，０４１円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ２３４，８５８，７０７円

過年度分 ３５９，４６７，９４５円

合 計 ５９４，３２６，６５２円



ロ 措置の内容

「平成２２年度県税事務実施計画」に基づき収入未済額の縮減に努めた。中でも差押

えに関しては，目標件数を５００件に設定するとともに，大口滞納者に対しては滞納事

案検討会により対応方針を決定して滞納整理にあたったほか，その他の滞納者に対して

も換価性の高い給与，預金等の債権差押を中心に滞納処分を強化し，滞納額縮減と税収

確保に努めた。

また，差押自動車の引き上げ・インターネット公売を実施し，公売車両の展示等によ

り滞納者に対し処分強化の喚起を図ったほか，新たな滞納を抑制するために，現年度分

の徴収対策として自動車の一斉差押を実施した。

さらに，個人県民税については，住民税徴収対策会議を開催し市町村と共同で事業者

に対する特別徴収移行の要請を行った。

（６）北部県税事務所

イ 監査委員の報告の内容

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １９５，３６４，４７１円

過年度分 ４５８，３３４，６３６円

合 計 ６５３，６９９，１０７円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ２４４，５８５，０４５円

過年度分 ４２５，３９１，２８３円

合 計 ６６９，９７６，３２８円

ロ 措置の内容

収入未済額の縮減のため 「県税滞納額縮減対策３か年計画（平成２２年３月策定 」， ）

及び北部県税事務所事務実施計画に基づき，滞納件数，税額ともに大きな割合を占めて

いる自動車税の滞納額縮減を重点実施事項とし，以下の対策を講じた。

１ 平成２０年度から取組を始めて成果のあった機能分担型滞納整理をより効果的に機

能させて取組を強化した結果，滞納額縮減に不可欠である差押目標を達成した。

２ 昨年度に引続き取組を強化した大口及び長期滞納事案については，全てについて所

検討会で処理方針を決定した。そのうち特に，不動産等を長期間差押えしたまま完納

に至っていない事案について，換価，取立の容易な，預貯金，給与等各種債権などを

新たに差押，取立し，滞納額に充当した。

３ 個人県民税に係る収入率向上については，市町における滞納整理技法の向上を図る

ための研修の実施，県税事務所長と町長連名の共同催告及び地方税法第４８条による

直接徴収に取り組んだほか，特別徴収の促進を図るため市町と連携し事業所訪問など

特別徴収未実施事業者に働きかけを実施した。

（７）北部県税事務所栗原地域事務所

イ 監査委員の報告の内容

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，



さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １０１，１３８，９７１円

過年度分 １１８，２９２，６２４円

合 計 ２１９，４３１，５９５円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ４９，１１０，５３０円

過年度分 １０２，８５８，５８１円

合 計 １５１，９６９，１１１円

ロ 措置の内容

「県税滞納額縮減対策３か年計画」に基づき，計画初年度の目標を定め滞納額の縮減

に努めている。

個人県民税については，住民税徴収対策会議を通じて，滞納処分研修会を開催し，市

職員の徴収技法の向上を図るとともに，共同催告を実施した。また，特別徴収の推進の

ため事業所訪問を実施するなど徴収支援を行った。

その他の税目については，計画的に滞納整理を行うため進行管理会議を開催し，納付

催告等の効果を検証するとともに，個別事案の滞納整理方針を検討した。また，納付資

力や固定資産の把握を目的に，全ての滞納者について職業，年収額等の基礎調査を行い，

効率的に滞納処分を実施した。

（８）気仙沼県税事務所

イ 監査委員の報告の内容

県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお収入未済があったので，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。

（内容）

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １０７，５７１，９１６円

過年度分 １８４，４６３，１９３円

合 計 ２９２，０３５，１０９円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ９７，８２４，０９３円

過年度分 １６５，８７２，６４６円

合 計 ２６３，６９６，７３９円

ロ 措置の内容

収入未済額の大部分を占める個人県民税と自動車税の滞納縮減に力を入れた。

個人県民税については，気仙沼市・南三陸町と住民税徴収確保対策会議を開催し，そ

の都度情報交換を行った。これに基づき，滞納処分研修や共同催告・共同徴収を実施し

徴収支援を行った。また，市町と共同で企業訪問を実施し，特別徴収制度の普及・拡大

を図った。

自動車税については，預貯金等の財産調査を早期に行い，滞納処分の見極めを徹底し

た。

差押等の滞納処分移行への判断を的確にし，滞納額の縮減に努めた。



（９）仙台保健福祉事務所

イ 監査委員の報告の内容

生活保護扶助費返還金，母子寡婦福祉資金貸付金償還金，過誤払返納金，過年度過払

金等返還金及び未熟費養育費において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権

管理を図られたい。

（内容）

○生活保護扶助費返還金

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １１，１５４，７２５円

過年度分 ７，５１７，４３８円

合 計 １８，６７２，１６３円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 １，６０２，４５０円

過年度分 ６，５３２，５４０円

合 計 ８，１３４，９９０円

○母子寡婦福祉資金貸付金償還金

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ５，９７３，５７７円

過年度分 ２９，４２０，５７６円

合 計 ３５，３９４，１５３円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 ４，８９４，９９８円

過年度分 ２５，３３１，９３７円

合 計 ３０，２２６，９３５円

○過誤払返納金

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ０円

過年度分 ６１６，０５８円

合 計 ６１６，０５８円

・Ｈ２０年度収入未済額

現年度分 １０５，７６０円

過年度分 ５４７，２９８円

合 計 ６５３，０５８円

○過年度過払金等返還金

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２２５，０００円

○未熟児養育費

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ３１２，４７７円

過年度分 ２８４，７０４円

合 計 ５９７，１８１円

・Ｈ２０年度収入未済額



現年度分 ５５，３８８円

過年度分 ２８４，７０４円

合 計 ３４０，０９２円

ロ 措置の内容

○生活保護扶助費返還金

収入未済については，随時返済状況や返済の意向を確認してケース検討会議を開催し，

履行延期特約承認を受けるなど返還金の納入にかかる負担を軽減し，収納の促進に努め

ているほか，地区担当員や債権管理担当者が家庭訪問や電話による収納指導を積極的に

行っている。

・生活保護扶助費返還金

平成２２年度収入済額

過年度分 ９１０，７７０円

平成２２年度収入未済額（Ｈ２３年３月末現在）

現年度分 １，２１６，５９０円

過年度分 １７，７６１，３９３円

合 計 １８，９７７，９８３円

○母子寡婦福祉資金貸付金償還金

貸付金の収納促進については，これまでも滞納発生の未然防止策として，貸付決定前

の面接による償還意思の確認，償還履行の責任についての説明を行い，滞納発生後は，

速やかに借受人に対して督促通知を行うなどの収納促進策を講じてきたところであるが，

滞納額が増加傾向にある。

このことから，今後はこれまで以上に貸付時の審査を慎重に行い，借受人に対しては，

電話による督促から訪問による直接面談の償還督促を強化し，連帯保証人に対する更な

る償還請求の徹底を図るとともに，事務所として関係班との連携による生活基盤確立の

指導を行うほか，滞納者に対するケース会議の開催や収入未済額縮減対策本部による具

体的な取り組み方針をたて組織的な対応を図っていく。

○過誤払返納金

過払いが発生した時点で，返納者本人や扶養義務者に連絡を取り，資格喪失となるこ

と及び手当返納が必要となることを説明して返納の承諾を得，その上で文書・電話によ

る督促や家庭訪問による納入催告・納入指導を実施していく。

収入未済の防止策として，受給者が死亡・施設入所・長期入院等となった場合には，

速やかに『資格変更届』を提出し廃止の手続きを行うよう，扶養義務者や届出の経由機

関である町村に対して，機会あるごとに周知している。

過年度分４８７，９５０円の内時効完成した３９２，１９０円について，平成２２年

１２月２０日に不納欠損登録済である。残りの９５，７６０円については，平成２２年

６月３日に５，０００円の一部納付があったため残額９０，７６０円となっている。

また，生活保護の収入未済については，随時返済状況や返済の意向を確認してケース

検討会議を開催し，履行延期特約承認を受けるなど返還金の納入にかかる負担を軽減し，

収納の促進に努めているほか，地区担当員や債権管理担当者が家庭訪問や電話による収

納指導を積極的に行っている。

・過誤払返納金

平成２２年度収入未済額（Ｈ２３年３月末現在）

現年度分 ３２，２３２円



過年度分 １２８，１０８円

合 計 １６０，３４０円

○過年度過払金等返還金

収納促進については，生活状況の聞きとり等を行い，生活基盤の確立指導をし，納入

に向けて信頼関係を築きながら，電話や訪問等による継続した償還督促を行っている。

さらに連帯保証人への連絡や償還請求も併せて行っている。

今後は，事務所の収入未済額縮減対策本部での具体的取組方針により収納促進と適切

な債権管理に取り組んでいく。

○未熟児養育費

収納促進については，滞納発生後速やかに納入義務者に対して督促通知を行い，納入

されない場合には電話や訪問による継続した督促を行っている。

収入未済の発生防止策として，申請時に負担金について適切な説明を行い，納入につ

いて理解を得られるようにしている。

引き続き，事務所の収入未済額縮減対策本部での具体的取組方針により収納促進と適

切な債権管理に取り組んでいく。

過年度分２８４，７０４円の内時効完成した１７５，７１５円について，不納欠損処

理中である（主務課への不納欠損処分決議書の提出日 平成２３年３月１日 。）

現年度分３１２，４７７円の内，督促を継続したことにより一部納付（継続中）を含

め，２２年度中に２００，９１５円の納入があった。

（ ）登米高等学校10
イ 監査委員の報告の内容

学校徴収金等において，職員が不適正な会計処理を繰り返し，私的に流用したことが

認められたので，再発防止に向けて速やかに事務の改善を講じられたい。

（内容）

・職員による私的流用金額 ８０８，３８４円

・私的流用があったとされる期間 平成２２年６月から平成２２年９月まで

ロ 措置の内容

生徒会会計について

（イ） 会計処理担当を生徒指導部長及び事務室主査とすることで，補助申請額をダブル

チェックすることとした。

（ロ） 通帳から引き落とされた現金は，事務室から直接，支払いを行う顧問に渡すこと

とし，業者への支払いは事務室が行うようにした（納金までは，金庫で保管するこ

とを徹底する 。。）

（ハ） 納金後の精算確認を含めて各決裁者がより厳密にチェックできるようにするため

に，校内の決裁方法を変更し，支出伺いの様式を変え，添付書類も増やした。

・持ち回り→回議へ。

・精算確認者を増やす。

・精算確認のための証拠書類を増やす（大会参加の際の生徒会補助以外の徴収金

についても内訳を確認できる書類，大会参加者名簿 。）


